基本金についての若干の考察　― 『学校法人会計基準の諸課題に関する検討について（課題の整理）』に沿って ― by 梅田 守彦
はじめに
文部科学省の ｢学校法人会計基準の諸課題に
関する検討会｣ は, 2012 年 3 月に 『学校法人
会計基準の諸課題に関する検討について (課題
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金で公的セクターは 1兆 2,000 億円近く毎年固
論 文
CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 22 No. 1・250
定費のように使っていますし, 私学助成全体で






























































































































































よれば, 2011 年 3 月期においてデータ集計さ
れた 644 法人のうち, 基本金組入率が 20％を
超える法人が 86 であるのに対して, 組入率 1
％以下の法人もそれとほぼ同じ 84 法人であっ
た｡ そのうち基本金組入れがゼロであるのは













が提出した中間報告 (1969 年 7 月) には, 学
校法人の会計基準を考えるにあたっての ｢基礎
的前提｣ として, 学校法人の ｢公器性｣ と ｢永





















































































































































































て (課題の整理)』 2012 年, p. 2.





















としている｡ (天野郁夫 『大学―変革の時代』 東
京大学出版会, 1994 年, p. 4.)
 総合規制改革会議 ｢総合規制改革の推進に関
する第 1次答申｣ 2001 年 12 月 11 日, p. 32.
http://www8.cao.go.jp/kisei/siryo/011211/0-1.pdf
 国家戦略室 ｢平成 24 年第 3 回 国家戦略会議





















年 3 月 26 日｡ http://www.doyukai.or.jp/pol-
icyproposals/articles/2011/120326a.html)






1998 年 4 月, p.60-61.
 ただし, 総合規制改革会議の 『規制改革の推
進に関する第 2 次答申―経済活性化のために重





















により｣ 補助金配分額を補正する｡ (同基準, p.





 例年, 秋季に大学財務の特集を組む 『週刊東
洋経済』 を例にとると, 2000 年 9 月 16 日号の
｢特集 本当に強い大学｣ では有力私立大学の収
支状況として消費収支差額にもとづくランキン
グが示されているが, 2001 年 9 月 15 日号の
｢特集 本当に強い大学 2002｣ では ｢経常収支｣
(帰属収入－消費支出) による順位が示されてい














2001 年, p. 3.
 日本私立大学連盟 『私立大学の財政―20 年の
歩み』 1991 年, p. 64.
 日本私立学校振興・共済事業団 『私立学校の








 東洋経済新報社 『私立大学財政データ』 2012
年度版.
 なお, 日本私立大学連盟が 1967 年に公表した
『学校法人会計準則』 には ｢基礎的前提｣ として







営者側も所轄庁も ｢公器性｣ ｢永続性｣ などにつ
いては認識を同じくしていたことが分かる｡
	 学校法人会計基準第 15 条｡

 『学校法人会計基準の諸課題に関する検討につ
いて (課題の整理)』, p. 1.
 同報告書, p. 2.
 同報告書, p. 3.
 日本会計研究学会スタディ・グループ 『学校
法人会計制度の基礎』 国元書房, 1973 年, p. 9.
 同書, p. 20-21.
 『学校法人会計基準の諸課題に関する検討につ







































体的に考える力を育成する大学へ～』 2012 年 8
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